
令和４年度定年退職者の暫定再任用制度（概要） 

 

１ 再任用される期間 

  令和５年４月１日～令和６年３月３１日（１年間） 

    ※勤務成績が良好である場合は、１年ごとに令和９年度の末日まで更新することができ

ます。 

    

２ 勤務時間 

フルタイム勤務（週３８時間４５分）または短時間勤務（週２３時間１５分）の２種類

となります。 

 

 

  希望される勤務時間については、今回の調査や学校における必要時間数を勘案しながら

決定しますので、必ずしも希望どおりになるものではありません。 

 

 

３ 勤務時間の割り振り 

フルタイム勤務の場合には、週３８時間４５分（月曜から金曜まで毎日７時間４５分）

の勤務をしていただきます。 

短時間勤務の場合には、決まった時間数（週２３時間１５分）を校長が割り振ることと

なります。 

 

４ 職務の内容 

  再任用される場合は、主幹教諭は教諭として、主任実習助手は実習助手、主任寄宿舎指

導員は寄宿舎指導員として勤務していただくことを予定しています。 

 

５ 勤務地 

勤務地の希望はお聞きしますが、必要見込数等との兼ね合いもあり、必ずしもご希望ど

おりとなるものではありません。 

 

６  給与等の勤務条件                               高等学校教育職 (R4.4.1 現在) 

    級別の給料月額（フルタイム勤務）は右表の通りです。 

  ただし、給与改定によって変わる場合があります。 

給与等の試算については、別添の事例を参考として 

職務の級 １級 ２級  

給料月額 234,000 円 274,300 円 

ください。                                           

なお、再任用期間が終了する際には、退職手当の支給はありません。 

     



７ 服務等の人事管理関係 

再任用職員（短時間勤務者も含む）は、地方公務員法上一般職の公務員であることから

人事管理諸制度（服務、能率、分限、公平、災害補償等）は、退職前と同様の扱いとなり

ます。 

 

８ 社会保険関係 

 (1) フルタイム勤務   

定年退職前と同様に公立学校共済組合に加入することとなります。 

 (2) 短時間勤務 

原則として、週２３時間１５分勤務の場合には、健康保険のみ公立学校共済組合に加

入することとなり、年金は厚生年金第１号被保険者となります。 

   

９ その他 

別紙に参考事例として給与と年金に関する試算をしています。 



新再任用職員の勤務時間による諸条件比較表 

 

 38時間45分 23時間15分 

身    分 地方公務員法上の一般職の公務員であり、服務については定年前と同様 

（分限及び懲戒、営利企業等の従事制限、政治的行為の制限等） 
職務内容 正規職員と同様 

（勤務時間に応じて校務分掌等も定年前と同様に担当することとなる） 

勤務形態 
7時間45分×５日 原則 7時間45分×３日 

年    収 約４６０万円 個人差有 

 

 給  与 約４６０万円 約２７０万円 

 年  金 ６５歳から支給開始（引き続き勤務の場合は減額される場合あり） 

年金制度 共済組合（厚生年金３号） 厚生年金１号 

 掛金年額 約４６万円 約１８万円 

  健康保険 共済組合 共済組合 

 掛金年額 約２６万円 約１５万円 

雇用保険 あり 

年    休 正規職員と同じ 週当たりの勤務日数で按分 

研    修 校長の承認を受けて研修することは可能である。 

健康診断 定年前と同様に実施する。 

そ の 他 
60歳未満の被扶養配偶者がある場合 

配偶者の年金保険料不要（国民年金の３号に該当） 

  ※  年収等については、高等学校教育職２級をモデルに計算しています。 



再任用短時間勤務職員の給与・年金について（参考事例） 

 

令和４年３月３１日に定年退職し、令和４年４月１日から１年間、県立高校教諭として週 23 時間 15

分、再任用教員として勤務した場合の令和４年度、１年間の給与の試算等 

１  給与 

区    分 計 算 式 支 給 額 

 ① 給料月額 

 

 ② 教職調整額 

 ③ 地域手当（１級地） 

 ④ 義務教育等教員特別手当 

274,300 円×23時間 15 分／38時間 45 分 

 

Ⅰ×4％ 

 (Ⅰ＋Ⅱ)×9.4％ 

  3,800 円×23時間 15分／38時間 45 分 

164,580 円（※Ⅰ） 

 

 6,583 円（※Ⅱ） 

  16,089 円（※Ⅲ） 

   2,280 円 

 ⑤ 毎月支給される給与計  189,532 円 

 ⑥ 年間計（×12 月）   2,274,384 円（※Ⅳ） 

留 意 事 項 

 ○  その他、通勤手当等が支給されます。 

 ○  扶養手当、住居手当、へき地手当、寒冷地手当、退職 

  手当等は支給されません。 

 ⑦  期末・勤勉手当 

    （年間計） 

［（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）＋（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）×役職加算 10％］の 2.25 月分 

                                     463,448 円（※Ⅴ） 

 ⑧  年間給与合計（⑥＋⑦）                                      2,737,832 円 

  注  フルタイム（週 38 時間 45 分） の場合は上記額の ５／３ 程度（約 460 万円）、が支給されることとなります。 

 

２ 年金支給開始年齢について 

  生年月日が昭和３６年４月２日以降の方は６５歳となります。 

 

  （参考：共済組合員の期間が約３８年と仮定して計算した、６５歳からの年金額） 

年金の区分 年金額 摘 要 

厚生年金相当部分 約１４５万円  

職域年金部分 

年金払い退職給付 

約 ２５万円 平成２７年９月で職域年金部分が廃止されたため、平成２７

年１０月以降の組合員期間については年金払い退職給付が

支給されます。 

厚生年金合計 約１７０万円  

 注１ 年金額は、各自の平均標準報酬額と組合員期間（被保険者期間）により異なります。 

 注２ 上記の年金額に加えて、老齢基礎年金が６５歳に達する日の属する日の翌月（１日生まれの

職員は当該誕生月）分より日本年金機構から支給されます（満額４０年間納付で令和４年４月

現在＝777,800円）。 

 注３ ６５歳以降も引き続き年金制度に加入し勤務する場合は、標準報酬月額（直近１年間の標準

賞与額の1/12を含む）と年金月額（職域年金部分、年金払い退職給付等を除く）の合計が４７

万円を超えると、支給額が減額されます。 

 


